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猪里 孝司 （部会長）

大成建設株式会社
認定ファシリティマネジャー

一級建築士

BIM(Building Information Modeling) は建築のライフサイクルにわたって建物情報を活用する手法であ

る。さまざまな関係者、職能の情報共有・情報統合の基盤であり、政府が提唱している「Society5.0」

の一端を担うものといえる。設計や施工期間中に蓄積された情報を、運用段階で活用することにより

LCC 低減やサービス向上が期待できる。日本型 BIM・FM 連携による FM の高度化とビジネスモデルの

創出を目指して活動している。

月に一度、部会を開催し FM と BIM の連携について、自社および国内外の事例発表、効果や課題につ

いて情報共有している。また建物完成後の運用や維持管理の効率化・高度化、資産価値の向上のため

にファシリティマネジャーが BIM から必要な情報を入手するためのファシリティマネジメントのための EIR

（発注者情報要件：Employer’s Information Requirements）について議論している。

2019 年 8 月に「ファシリティマネジメントのための BIM ガイドライン」、2022 年 7 月に「ファシリティマ

ネジメントのための BIM 活用事例集」を発行した。前者は FM での BIM 活用のために必要な事項をま

とめたもので、ファシリティマネジャーおよび関係者の役割、事前に取り決めておくべきことなどについ

て解説している。後者はファシリティマネジメントで BIM を活用している 10 の事例を紹介している。
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はじめに
　BIM・FM 研究部会は 2012 年 9 月に発足し、BIM

との連 携による FM の高 度 化と新たなビジネスモデ

ル の 創 出 を 目 指して 活 動して い る。BIM(Building 

Information Modeling) は建築のライフサイクルにわ

たって建物のデジタル情報を活用しようという考え方と

その手法のことである。建築を作り出す建築生産の段階

（設計段階および施工段階）では、BIM が当たり前の

ように使われるようになっている。一方、建物の運用や

維持管理の段階では、BIM への関心が高まりつつある

ものの、利用や活用が進んでいるとはいえない。

　当部会では 2012 年 9 月に発足以来、FM での BIM

活用について事例の収集や情報交換と共有、BIM と

FM との連携についての議論を重ねている。

　それらの 活 動 の 成 果として 2015 年 4 月に『ファ

シリティマネジャーのための BIM 活用ガイドブック』、

2019 年 8 月に『ファシリティマネジメントのための

BIM ガイドライン』、2022 年 7 月に『ファシリティマ

ネジメントのための BIM 活 用 事 例 集』を発 行した。

FM 分野での BIM の認知度を高めるとともに、FM と

BIM の連携の重要性や手法を広め、問題提起してきた

と自負している。

1. BIM を取り巻く状況
（ 1 ）建築 BIM 推進会議

　2019 年 6 月に国土交通省により「建築 BIM 推進

会議」が設置された。官民が一体となって BIM の活

用を推進し、建築物の生産プロセスおよび維持管理

における生産性向上を図ることを目的とし、建築の設

計・施工・維持管理などに関わる国土交通省内の関

係部署、民間関係団体、学識、国土技術政策総合研

究所、建築研究所等が参加している。FM だけでなく、

建築に関わるさまざまな分野で BIM に対する期待が高

まっているが、一方で関係者間の連携不足による課題

も顕在化している。このような状況を打開するために、

建築に関わるさまざまな立場の人たちが集まり、建築

BIM とデジタル情報の活用を推進しようと活動してい

る。JFMA も維持管理・発注者関係団体の一員として

会議に参加している。

　BIM 活用の将来像として「いいものが、無駄なく、

早く、建物にも、データにも価値が」ある社会を提唱し

ている。活動成果として 2020 年 3 月に『建築分野に

おける BIM の標準ワークフローとその活用方策に関す

るガイドライン（第１版）』が公開され、2022 年に第

2 版が発行されている。また建築確認において 2026

図表 1 　『ファシリティマネジャーのための BIM活用ガイドブック』 図表2 　『ファシリティマネジメントのためのBIMガイドライン』
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年春から BIM から出力された設計図書による BIM 図

面審査、2029 年春からは BIM データによる審査が開

始される予定である。

（ 2 ）FM 以外の分野での BIM の状況

　建築の設計段階、施工段階では、BIM 利用が着実

に進んでいる。前出の『建築分野における BIM の標準

ワークフローとその活用方策に関するガイドライン（第

1 版）』を基に、建築設計三会（日本建築士会連合会、

日本建築士事務所協会連合会、日本建築家協会）が設

計実務者の視点から内容を深化させた『設計 BIM ワー

クフローガイドライン 建築設計三会（第 1 版）』を策定し、

2021 年 10 月に公開した。

　施工段階の BIM 利用については、日本建設業連合

会が『施工 BIM のスタイル』として施工段階での活用

事例やデータ連携の手引きが公表されている。元請だ

けでなく専門工事会社のさまざまな事例が紹介されてお

り、着実に BIM が建築生産の現場で活用されているこ

とが分かる。最新版は 2025 年 3 月に公開された『施

工 BIM のスタイル 事例集 2024』である。

　これまでは個々の企業や組織が自らの業務の改善や

発展のために BIM に取り組み、成果を上げてきた。し

かし個別の企業や団体の活動だけでは限界がある。

BIM の意義は、建築に関係するさまざまな関係者が建

築のライフサイクルにわたって情報を共有し、それを有

効に活用することにある。「建築 BIM 推進会議」の活動

を通じてそれが実現することを期待している。

2.  FM で BIM を活用するために必要なこと
　建築生産の段階での BIM 活用に比べて、 運用や

維 持 管 理で の BIM 活 用 は そ れ ほど活 発で は な い。

2019 年 8 月に『ファシリティマネジメントのための

BIM ガイドライン』では、関係者の役割や BIM 実行

計画、FM 業務で必要な BIM モデルについて解説し

た。また BIM 実行計画のひな型や実際に FM で BIM

を活用している事例を紹介するとともに、建築のデジ

タル情報としての BIM の可能性を示した。しかしファ

シリティマネジャーや建物所有者が必要とするデジタ

ル情報を入手するためには十分なガイドラインではな

かった。

　BIM と FM、どちらも建築の情報を扱う。情報でつ

ながっているにも拘わらず、使っている言葉や求めてい

る情報が微妙に異なるため、お互いの情報が有効に活

用されてはいない。BIM と FM の間に入りお互いの業

務を通訳し、情報の回路をつなぐ必要がある。

図表 3 　『ファシリティマネジメントのための BIM活用事例集』 図表 4 　『ファシリティマネジメントのための BIM要件定義』
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　『建築分野における BIM の標準ワークフローとその

活用方策に関するガイドライン（第 2 版）』では、『建

築生産プロセスだけでなく、維持管理や運用段階も含

めたライフサイクルを通じ、建築物の価値向上のため

に発注者を支援する業務』としてライフサイクルコンサ

ルティングが提唱され、その業務の担い手の候補とし

てファシリティマネジャーが期待されていることも同様

の課題認識といえる。

3.  ファシリティマネジメントのための EIR
　EIR（ 発 注 者 情 報 要 件：Employer’s Information 

Requirements）は、発注者が自身の必要とする情報

がどのようなものであるかを、受注者に伝える手段であ

る。EIR には利用目的、項目、詳細度、粒度などが記

載される。ファシリティマネジャーや建物所有者が建物

の運用や維持管理に役立てるためにどのような情報を

入手したいかを受注者（設計者や施工者）に効率よく

伝えるものである。

　ファシリティマネジメントのための EIR が必要である

と考え、当部会ではこの EIR について議論し、ファシ

リティマネジメントのための EIR についての実務的ガイ

ドを提供し、施設価値向上と持続可能なマネジメント

の実現を目指して 2025 年 9 月 16 日に書籍版に加え、

キンドル版を発行した。

おわりに
　2022 年に『ファシリティマネジメントのための BIM

活用事例集』を発行してから 3 年が経過した。この間

に建築生産の現場では、徐々にではあるが着実に BIM

が浸透している。一方、FM をはじめとした建築生産

以外の分野では、BIM への関心が高まってはいるもの

の、活用は進んでいない。BIM による建築のデジタル

情報は、建築において AI、IoT を活用する際の基盤と

なる。FM での BIM 活用が一般化し、建築が新たな価

値創造の場となり、資産価値の向上につながることを

祈っている。◀

図表 5 　BIMを活用した将来像　出典：国土交通省　




